
（様式２）

法人名

49,247千円(A)

15,136千円　　

2,378千円　　

金額

　千円　　

　千円　　

　千円　　

17,515千円　　

支出先 金額

財団法人ニューメディア開発協会 22,470千円

千円

　千円　　

　千円　　

22,470千円(B)

支出先 金額

金額

9,139千円

121千円

9,261千円

45％(B/A)

消費税

合計

８．再補助・再委託等の割合

財団法インターネット協会

合計

７．その他

（２）（１）以外の支出

支出内容

支出内容

レイティングデータベースの更新運用

合計

（２）具体的な内容

（１）有害情報・違法情報への対策
１）有害情報・違法情報から学校・家庭等を保護するために、フィルタリングシステムの教育現
場、家庭等における普及及び活用の促進を図るとともに、セルフレイティングの推進のために普及
啓発活動を実施。
２）官、民（プロバイダ、ソフトハウス）、ＮＧＯ、ユーザなどからなる「レイティング／フィル
タリング推進協議会研究会」において、必要性に対する啓発、受け皿のイメージ、費用負担のあり
方などを検討。
３）Internet Content Rating Association（ICRA）におけるコンテンツのレイティングに係る国
際ルール作りやWorld Wide Web Consortium (W3C) における技術標準作りに参画。

（２）レイティングデータベースの更新運用
１）有害情報の収集を行うと共に、レイティング作業を行い、主として日本語サイトを対象とする
レイティングデータベースの更新を実施。
２）レイティングデータベースの運用を行い、ユーザＰＣにおけるフィルタリングソフトやサーバ
型フィルタリングソフトに対して、ＰＩＣＳ標準に基づいてレイティング情報をオンラインで提
供。
３）メーリングリストやＦＡＱにより、ユーザからの問い合わせに対応すると共に、必要に応じて
技術問い合わせに対して回答。

３．交付先の公益法人の名称 財団法インターネット協会

２．事業の目的及び内容

補助金等支出明細書

（１）目的
インターネットのフィルタリング機能の普及啓発、今後の費用負担のあり方、 国際ルール作りへ
の参画等を実施すると共に、レイティングデータベースの更新運用を行うことによりインターネッ
ト上の有害コンテンツの実態把握を行う。

１．補助金等の名称 インターネットにおけるコンテンツレイティング及びフィルタリングに関する調査研究事業

内容

事業費等

（１）人件費

（２）一般管理費

（３）その他の管理費

内容

６．外部への支出

（１）外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

合計

合計

４．交付実績額

５．補助金等における管理費



（様式２）

法人名

3,950千円(A)

766千円　　

313千円　　

金額

　千円　　

　千円　　

　千円　　

1,079千円　　

支出先 金額

　千円　　

　千円　　

　千円　　

　千円　　

千円(B)

支出先 金額

金額

2,828千円

42千円

2,871千円

0％(B/A)

消費税

合計

８．再補助・再委託等の割合

財団法インターネット協会

合計

７．その他

（２）（１）以外の支出

支出内容

支出内容

合計

（２）具体的な内容
「インターネット上の人権意識アンケート」の実施
「インターネットにおけるルール＆マナー集」の作成
「インターネット人権セミナー」の開催

３．交付先の公益法人の名称 財団法インターネット協会

２．事業の目的及び内容

補助金等支出明細書

（１）目的
インターネット上の誹謗・中傷、プライバシー侵害について、それら人権にかかわる問題に対する
実態把握や予防的な対策について検討を行う。

１．補助金等の名称 インターネット業界に対する人権啓発支援事業

内容

事業費等

（１）人件費

（２）一般管理費

（３）その他の管理費

内容

６．外部への支出

（１）外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

合計

合計

４．交付実績額

５．補助金等における管理費



（様式５）

217,457 千円（A）

名称 補助金・委託費の別 交付官庁

インターネットにおけるコンテンツ
レイティング及びフィルタリングに
関する調査研究事業

委託費 経済産業省 49,247 千円　

インターネット業界に対する人権啓
発支援事業

委託費 中小企業庁 3,950 千円

千円

千円

千円

53,198 千円（B）

24 ％（B/A）

※「名称」の欄には、正式名称を記載し、名称の前には(財)か(社)と略して記載すること。
※「補助金・委託費の別」の欄には、「補助金」若しくは「委託費」と記載すること。
※千円未満を四捨五入することから、それぞれの金額の単純合計と全体の合計額とは合わないことがある。

平成１４年度補助金等報告書

合計

（３）補助金等の年収比率

公益法人名

（１）年間収入　（総収入－前期繰越金）

財団法インターネット協会

（２）国からの補助金等の交付実績額

金額




